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国立大学法人滋賀医科大学事業報告書

「Ⅰ はじめに」

国民の皆さまへ

本学は昭和 49 年（ 1974 年）に「地域の特徴を生かし、従来の慣習・制度にとらわれ

ない、新しい独自な医学の教育・研究機関を構想」し、「探求心に冨み、かつ医の倫理

を実践できる医師の育成」を建学理念として、滋賀県唯一の医育機関として県民の大き

な期待と支援を受けて創設されました。

本学は創設時の理念に基づき、幅広い教養と医学及び看護学のそれぞれの領域に関す

る高い専門的知識及び技能を授けるとともに、確固たる倫理観を備え、有能にして旺盛

な探求心を有する人材を育成することを目的とし、もって医学及び看護学の進歩、発展

に寄与し、併せて社会の福祉に貢献することを使命としています。（滋賀医科大学学則

第１条より抜粋）

また、平成 16 年（ 2004 年）の国立大学法人に移行後、以下の基本的な目標を定め、

その目標を達成するため、行動指針及び中期計画、年度計画を策定し「地域に支えられ、

世界に挑戦する大学」をモットーに、教職員一丸となって業務に取り組んでいます。

【基本的な目標】

・独自の新しい医学・看護学の教育・研究を推進するとともに、その成果を滋賀の地か

ら国内はもとより世界に発信し、医学・看護学の発展に貢献すること及び高度な医療を

提供することによって、人々の福祉の向上に寄与することを目標とする。

【行動指針】

①高度な専門知識と技術を有した世界に通用する医療人を養成する。

②保健・医療・福祉等の分野で地域社会に貢献する。

③世界で評価される医学・看護学研究者が生まれる環境を作る。

「良医を育て、名医が羽ばたく」大学を目指す。
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「Ⅱ 基本情報」

１．目標

滋賀県は、現在、人口の増加率が日本一高い県であり、「近い将来には、高齢化率

が一番低い県（一番若い県）になる」と予想されている。このように増え続ける県民

に対して、福祉や安心・安全な医療を提供すること及び住民のニーズにあった医学情

報提供の場を設けることは重要な課題である。

また、滋賀県は中央に琵琶湖があるために、結果として環状になっている細長い県

といえる。このため地域間のコミュニケーションが比較的とりにくく、医療機関や医

療情報のネットワーク構築が求められている。

滋賀医科大学としては、このような地域の特徴を考慮しつつ、独自の新しい医学・

看護学の教育・研究を推進するとともに、その成果を滋賀の地から国内はもとより世

界に発信し、医学・看護学の発展に貢献すること及び高度な医療を提供することによ

って、人々の福祉の向上に寄与することを目標とする。

これらの目標を達成するために、構成員の「競争（個性化）」と「協調（和）」を軸

にして、組織運営にあたる。

また、教育・研究・医療の一層の充実と基盤強化の観点から近隣の大学との再編・

統合を検討する。

[平成１６年度策定中期目標前文より]

２．業務内容

○本学では、教育・研究及び診療活動において以下のような重点取組分野を設定し、

業務を遂行した。

１．教育の領域

１）全人的医療の重要性に対する理解の推進

・大学教育改革支援プログラム（医療人ＧＰ）として実施してきた「一般市民参加型

全人的医療プログラム（Ｈ 17 ～ 19 年度）」のうち、患者訪問実習を「全人的医療体験

実習」として第１学年の正規科目（選択）に採用した。

・この結果、半数を超える多くの学生が、実習を通して患者側から見た医療の在り方

や医の倫理について学んだ。

２）地域「里親」ＧＰによる学生支援プログラムの実施

・学生支援プログラム「地域「里親」による学生支援プログラム（Ｈ 19 年度採択）」

に対応した、里親・プチ里親による助言体制を設立し、地域の住民や卒業生が地域医

療の実態や魅力を伝える教育プログラを実施した。

・里親として 38 名が登録し、本プログラムに申込のあった学生とのマッチングを行い、
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医師不足が深刻な湖北や湖西地域で地域住民や地域で活躍する医師から直接生の声を

聞き地域医療の現実と愛着を深めた。

３）国家試験合格率では目標数値を達成

・医師・看護師・保健師の国家試験合格率に目標数値（それぞれ 95 ％、98 ％、95 ％）

を設定し、後期アドバイザー制度を活用するとともに補講を有効に実施した結果、そ

れらの目標が達成された。

・医師国家試験は、新卒 100 ％で全国１位、総合 97.0 ％で全国６位の合格率となった。

・看護師・保健師・助産師の合格率は、98.3 ％、 100 ％、100 ％とそれぞれ素晴らしい

合格率を達成できた。

２．研究の領域

１）重点研究の推進

・「何でもできる大学」ではなく、「何かができる大学」を目指し、本学の特徴を生か

し、以下の５つの重点研究を推進した。

①サルを用いた医学研究

②核磁気共鳴（ＭＲ）医学研究

③神経難病研究

④生活習慣病国際共同研究

⑤地域医療支援研究

２）重点研究推進の成果

・重点研究に戦略的に資源配分等を行った結果、以下の学術的成果や高いレベルでの

外部資金獲得に繋がった。

【学術的成果】

①高病原性 H7 亜型トリインフルエンザワクチンの有効性を確認

②アルツハイマー病のＭＲ画像診断薬に関する新規特許２件を出願

③栄養と血圧に関する国際共同研究の成果が Nature 誌に掲載された

【外部資金】

① 13 億円を超え、高いレベルを維持した（平成 16 年度比 25%増）。

３）産学官連携研究の推進と研究成果の社会への還元

①バイオメディカルイノベーションセンターを産学官・地域等との連携強化及び共同

研究の拠点として活用し、滋賀県、他大学、地元企業などと連携して、南部都市エリ

ア事業、 JST 育成研究２件、NEDO 知的基盤事業を推進した。

②患者さんの負担軽減と術後のＱＯＬ向上を目指したオンサイト手術システム研究が、

バイオビジネスコンペ JAPAN2008 で「バイオ先端知賞」を受賞するなどの成果を得た。

③医療廃棄物の分解・無害化し大学内で完全処理するゼロエミッションプロジェクト

等の特色ある研究を学内外に広く公表するなど、支援を行った。
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３．診療の領域

１）質の高い医療人の育成

①社会的に問題となっている研修医の地域離れを防ぐため研修プログラムの充実等の

取組を行った結果、医師臨床研修マッチングにおいて、今年度は 100 ％マッチを実現

した。

②将来の医療を担う専門医を育成する「コア生涯学習型高度専門医養成プログラム」

が平成 20 年度の文部科学省の大学病院連携型高度医療人養成推進事業に採択され、実

施体制の整備やや高度シュミレーションスキルズラボの充実を図り、募集を開始した。

２）質の高い医療を提供

①循環器内科での難度の高い冠動脈疾患や不整脈に対するカテーテルを用いた治療や

心臓血管外科での冠動脈バイパス手術、大動脈手術を多数施行した。

②世界初のＭＲ対応内視鏡やＭＲ対応ロボットなどの新しい技術を開発し、臨床例へ

の応用を開始した。

③新たにリハビリテーション科を新設するとともに、回復期リハビリテーション病棟

を開設し、亜急性期患者に対する治療の充実を図った。

３）地域周産期医療への取組

①産科オープンシステムを維持し、ハイリスク妊娠症例を数多く受け入れた。

②新生児医療においても 94.1%の NICU 稼働率を維持し、さらに大学と地域中核病院と

の連携による小児救急医療を充実させ、地域医療に貢献した。

４．社会貢献の領域

１）地域社会向けの教育サービスを展開

①早い段階で医学・看護学を身近に感じてもらえるように、膳所高校と虎姫高校との

間に高大連携協定を行い、９回授業を行なった。

②県内の小中校生を対象とした出前授業を昨年度（11 校）を上回る 18 校で実施した。

２）近隣大学・自治体・民間企業等との連携を強化

①滋賀医科大学、立命館大学、龍谷大学、滋賀県と地元企業が参加する文部科学省委

託の「都市エリア産官学連携促進事業(発展型)」での、公開研究計画発表会と研究成

果報告会や立命館大学と共催の健康創造科学研究会を開催した。

②文部科学省戦略的大学連携支援事業により、長浜バイオ大学との「びわこバイオ医

療大学間連携戦略」が選定され、連携公開講座、連携事業、共同ＦＤ研修等を行った。

３）地域中核病院として地域医療に貢献

①滋賀県から、がん治療や研究・人材育成の面で指導的役割を担う「滋賀県がん診療
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高度中核拠点病院」に平成 20 年 11 月に指定された。また、大津赤十字病院など県内

５病院及び県がん患者団体連絡協議会等で「がん診療連携拠点病院フォーラム」を開

催した。

②医師不足に陥っていた東近江地域の病院に、新たに内科医４名を派遣した。この結

果、同病院では、内科の入院受け入れや夜間救急医療も再開することが可能となった。

４）国際交流の促進

①新たに、ベトナム 大の医療系大学であるホーチミン医科薬科大学と学術交流協定

を結んだ。同大学の研修病院であるチョー・ライ病院の看護部長が本院で病院管理・

看護管理等の研修を受けた。

②アメリカ合衆国州立ライト大学と協定を結び学部学生を受け入れた。その他、デン

マーク、コペンハーゲン大学の学部学生 2 名やベトナム、フランス、中国からの研究

者を受け入れ、交流を深めた。

③本学学生が海外研修の選定や渡航準備に時間が取れるよう早期に海外研修施設を各

講座に紹介するなどした結果、25 名の学生が海外で自主研修を行った。

３．沿革

S49 02.16 滋賀医科大学創設準備室を京都大学に設置

10.01 滋賀医科大学開学

S50 04.10 第１回医学部医学科入学宣誓式挙行

05.02 開学記念式典挙行

11.12 第１回解剖体慰霊式挙行

S51 05.10 附属病院創設準備室設置

S53 04.01 医学部に附属病院を設置

06.28 共同研究施設を設置

09.30 滋賀医科大学施設竣工、医学部附属病院開院記念式典挙行

10.01 医学部附属病院開院・中央診療施設を設置

S54 03.22 附属図書館竣工、附属図書館開館記念式典挙行

12.12 解剖センター設置

S55 01.30 高エネルギー治療施設竣工

04.01 医学部附属動物実験施設設置

S56 04.14 大学院医学研究科設置

05.09 第１回大学院医学研究科入学宣誓式挙行

S57 04.01 医学部附属実験実習機器センター設置

S60 03.23 第１回学位授与式挙行

12.25 医学情報センター設置

H元 05.31 ＭＲ診療棟竣工
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06.28 分子神経生物学研究センター設置

H 2 06.08 保健管理センター設置

H 4 07.20 分子神経生物学研究センター竣工

H 6 03.25 国際交流会館竣工

04.01 医学部看護学科設置

04.25 第１回医学部看護学科入学宣誓式挙行

H 9 04.01 マルチメディアセンター設置

H10 03.25 第１回医学部看護学科卒業式挙行

04.01 医学系研究科看護学専攻修士課程の設置

04.24 医学系研究科看護学専攻修士課程の入学宣誓式の挙行

H11 04.01 分子神経科学研究センター設置

09.30 コラボレーションセンター竣工

12.15 ＩＶＭＲ棟竣工

H12 04.01 運営諮問会議設置

H14 04.01 動物生命科学研究センターの設置

05.22 ＭＲ医学総合研究センター、生活習慣病予防センターの設置

11.06 医療福祉教育研究センターの設置

H15 03.14 動物生命科学研究センター棟竣工

07.23 国際交流支援室の設置

12.26 ＮＭＲ研究実験棟竣工

H16 04.01 国立大学法人滋賀医科大学設立、学外有識者会議の設置、医療人育成教

育研究センター設置、情報収集分析室の設置、監査室の設置

H17 04.01 実験実習支援センターの設置（医学部附属実験実習機器センター、放射

性同位元素研究センター廃止）

H18 06.29 バイオメディカル・イノベーションセンターの設置

H19 02.01 滋賀医科大学保育所の開設

H19 08.31 Ｄ病棟竣工

H20 01.09 家庭医療学講座の開設

４．設立根拠法

国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）



- 7 -

６．組織図

７．所在地

滋賀県大津市瀬田月輪町

８．資本金の状況

１４ ,０９９ ,８４９ ,０６２円（全額 政府出資）
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９．学生の状況（平成２０年５月１日現在）

総学生数 1,019人

学士課程 845人

修士課程 40人

博士課程 134人

１０．役員の状況

役職 氏 名 任 期 経 歴

学長 馬場 忠雄 平成20年４月１日 （前）滋賀医科大学理事

～平成26年３月31日

理事 服部 隆則 平成20年４月１日 （前）滋賀医科大学教授

(教育等担当) ～平成22年３月31日

理事 柏木 厚典 平成20年４月１日 （前）滋賀医科大学教授

(医療等担当) ～平成22年３月31日

理事 村山 典久 平成20年４月１日 （前）滋賀医科大学理事

(経営等担当) ～平成22年３月31日

理事 脇坂 信夫 平成20年４月１日 （前）滋賀医科大学理事

(総務等担当) ～平成22年３月31日

監事 荒木 寿一 平成20年４月１日 （元）滋賀銀行専務取締役

～平成22年３月31日

監事 奥村 隆志 平成20年４月１日 かがやき監査法人代表社員

(非常勤) ～平成22年３月31日
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１１．教職員の状況（平成２０年５月１日現在）

教員 296人（うち常勤293人、非常勤 3人）

職員 1,216人（うち常勤731人、非常勤485人）

（常勤教職員の状況）

常勤教職員は前年度比で 10 人（1.0 ％）増加しており、平均年齢は 37.6 歳（前年度 37.7
歳）となっている。このうち、国からの出向者は 0 人、地方公共団体からの出向者 0
人、民間からの出向者は 0 人である。
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「Ⅲ 財務諸表の概要」

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照。）

１．貸借対照表（http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）
（単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

固定資産 32,003 固定負債 16,604
有形固定資産 31,174 資産見返負債 2,926
土地 10,163 センター債務負担金 4,539
建物 20,083 長期借入金 8,457
減価償却累計額 △ 5,716 引当金 54

構築物 1,021 退職給付引当金 54
減価償却累計額 △ 519 長期リース債務 578

工具器具備品 9,670 その他の固定負債 50
減価償却累計額 △ 5,773

図書 1,485 流動負債 6,398
その他の有形固定資産 760 運営費交付金債務 467

無形固定資産 29 寄附金債務 1,011
投資その他の資産 800 前受受託研究費等 85
投資有価証券 800 預り金 71

一年以内返済予定センタ
流動資産 8,050 ー債務負担金 618

現金及び預金 4,594 一年以内返済予定長期借入金 87
未収附属病院収入 2,958 未払金 3,279
徴収不能引当金 △ 63 未払費用 318

有価証券 201 賞与引当金 246
たな卸資産 13 リース債務 206
医薬品及び診療材料 281 その他の流動負債 10
その他の流動資産 66

負債合計 23,002

純資産の部

資本金 14,100
政府出資金 14,100

資本剰余金 1,417
利益剰余金 1,534
目的積立金 361
積立金 834
当期未処分利益 339

純資産合計 17,051

資産合計 40,053 負債純資産合計 40,053
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２．損益計算書（http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）
（単位：百万円）

金 額

経常費用（A） 22,064

業務費 21,145
教育経費 468
研究経費 991
診療経費 9,173
教育研究支援経費 145
受託研究費等 527
人件費 9,841

一般管理費 609
財務費用 310

経常収益(B) 22,019

運営費交付金収益 5,431
学生納付金収益 620
附属病院収益 14,306
受託研究等収益 699
寄附金収益 396
施設費収益 15
補助金等収益 73
財務収益 22
雑益 131
資産見返負債戻入 326

臨時損益(C) 10

目的積立金取崩額(D) 374

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 339
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３．キャッシュ・フロー計算書（http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）

金 額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,947

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 8,992
人件費支出 △ 10,200
その他の業務支出 △ 566
運営費交付金収入 5,651
学生納付金収入 604
附属病院収入 14,035
受託研究等収入 660
補助金等収入 128
補助金等の精算による返還金の支出 △ 4
寄附金収入 475
その他の業務収入 156

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 4,691

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 451

Ⅳ資金増加額（又は減少額）（D=A+B+C） △ 2,293

Ⅴ資金期首残高(E) 4,387

Ⅵ資金期末残高（F=E+D） 2,094

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書（http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）

金 額

Ⅰ業務費用 5,877

損益計算書上の費用 22,074
（控除）自己収入等 △ 16,197

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）
Ⅱ損益外減価償却相当額 325
Ⅲ引当外賞与増加見積額 5
Ⅳ引当外退職給付増加見積額 △ 36
Ⅴ機会費用 206

Ⅵ国立大学法人等業務実施コスト 6,377
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５．財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

（資産合計）

平成２０年度末現在の資産合計は前年度比５４９百万円（１.４％）増の

４０,０５３百万円となっている。

（単位：百万円）

科 目 主 な 増 減 理 由 増減額 期 末 増減率

建物 ・病院の再開発（以下、再開発）に伴う 992 20,083 5.2%

病棟等改修の完了。

・減価償却による資産価値の減少。 △781 △5,716 △15.8%

工具器具備品 ・再開発に伴う医療用工具器具備品の取 1,142 9,670 13.4%

得。

・減価償却による資産価値の減少。 △1,193 △5,773 △26.0%

投資有価証券 ・地方債の取得。 97 800 13.8%

未収附属病院 ・診療費用請求額の増加に伴う未収附属 254 2,958 9.4%

収入 病院収入の増加。

・徴収不能引当金の減少。 12 △63 16.3％

有価証券 ・地方債等の取得。 100 201 99.0%

（注）増減額及び増減率は前期との比較である。(以下についても同じ）

（負債合計）

平成２０年度末現在の負債合計は７６１百万円（３.４％）増の２３,０

０２百万円となっている。

（単位：百万円）

科 目 主 な 増 減 理 由 増減額 期 末 増減率

長期借入金 ・再開発に伴う新規の借入れ。 1,989 8,544 30.3%

財務・経営セ ・法人化以前の借入金（元本）の償還。 △727 5,157 △12.4%

ンター債務負

担金

リース債務 ・リース期間の満了に伴う減少。 △372 784 △32.2%

（純資産合計）

平成２０年度末現在の純資産合計は２１２百万円（１.２％）減の１７,

０５１百万円となっている。
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（単位：百万円）

科 目 主 な 増 減 理 由 増減額 期 末 増減率

資本剰余金 ・再開発に伴う建物等の増加。 346 4,908 7.6%

損益外減価償 ・減価償却の見合いの増加。 △325 △3,491 △10.3%

却累計額

積立金 ・前期の利益処分による増加。 168 834 25.3%

目的積立金 教育研究診療環境整備事業の財源として △211 361 △36.8%

使用。

・教育（福利共用棟の新営）

・研究（学長裁量経費）

・診療（再開発に伴う建物新営設備等の

取得）

当期未処分利 ・当期の未処分利益の減少。 △191 339 △36.0%

益

（注）建物新営設備とは、病棟等改修に伴い病室等において使用する什器等。

イ．損益計算書関係

（経常費用）

平成２０年度の経常費用は８６６百万円（４．１％）増の２２，０６４

百万円となっている。

（単位：百万円）

科 目 主 な 増 減 理 由 増減額 当 期 増減率

診療経費 ①医薬品及び診療材料費の増加。 691 9,173 8.1%

②再開発に必要な建物新営設備等の取

得。

（経常収益）

平成２０年度の経常収益は５０５百万円（２．３％）増の２２，０１９

百万円となっている。

（単位：百万円）

科 目 主 な 増 減 理 由 増減額 当 期 増減率

運営費交付金 ・運営費交付金により支給される退職者 △255 5,431 △4.5%

収益 （定年分）の減少。

附属病院収益 ①病床稼働率の向上による増収。 793 14,306 5.9%

②７対１看護の取得による増収。（平年

度化）

③手術件数の増加。
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（当期総利益）

経常費用 △２２，０６４百万円

経常収益 ２２，０１９百万円

経常損失 △４５百万円

臨時損失 △１０百万円

臨時利益 ２０百万円

当期純損失 △３５百万円

目的積立金取崩額 ３７４百万円

当期総利益 ３３９百万円

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２０年度の業務活動によるキャッシュ・フローは７５４百万円（２７．

９％）減。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成２０年度の投資活動によるキャッシュ・フローは１９９百万円（４．

４％）減。

主な減少要因としては、

１）有価証券の純増額が２００百万円（－％）増。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２０年度の財務活動によるキャッシュ・フローは９２２百万円（６７．

２％）減。

主な増加要因としては、

１）長期借入による収入が９４５百万円（３１．７％）減。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

（国立大学法人等業務実施コスト）

平成２０年度の国立大学法人等業務実施コストは３４百万円（０．５％）

増。

主な減少要因としては、

１）国から譲与された工具器具備品等、損益外減価償却処理を行うことと

している資産が老朽化したことに伴い損益外減価償却等相当額が６０

百万円（１５．６％）減。

２）引当外退職給付増加見積額が５６百万円（６０．８％）増。

３）引当外賞与増加見積額が２０百万円増。
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(表) 主要財務データの経年表 （単位：百万円）

区 分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

資産合計 34,256 33,991 36,292 39,504 40,053

負債合計 17,976 16,806 19,879 22,241 23,002

純資産合計 16,280 17,185 16,413 17,263 17,051

経常費用 18,976 19,340 19,914 21,198 22,064

経常収益 20,291 19,683 19,993 21,514 22,019

当期総損益 1,188 342 50 530 339

業務活動によるキャッシュ・フロー 5,694 3,603 2,525 2,701 1,947

投資活動によるキャッシュ・フロー △417 △1,193 △2,814 △4,492 △4,691

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,377 △2,179 963 1,373 451

資金期末残高 3,900 4,131 4,805 4,387 2,094

国立大学法人等業務実施コスト 7,085 6,950 7,429 6,342 6,377

（内訳）

業務費用 5,469 5,305 5,726 5,870 5,877

うち損益計算書上の費用 19,237 19,381 20,016 21,221 22,074

うち自己収入 △13,768 △14,076 △14,290 △15,351 △16,197

損益外減価償却相当額 957 963 879 385 325

損益外減損損失相当額 - - - - -

引当外賞与増加見積額 - - - △15 5

引当外退職給付増加見積額 446 395 568 △93 △36

機会費用 213 287 256 195 206

（控除）国庫納付額 - - - - -

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由）

ア．業務損益

附属病院セグメントの業務損益は２３４百万円減。

主な要因としては、

１）附属病院収益が、病床稼働率の向上、手術件数の増、７対１看護の取得

（平年度化）等に伴い前年度比７９３百万円（５．９％）増。

２）運営費交付金収益が、特殊要因経費の増加に伴い前年度比４５百万円

（２．３％）増。

３）人件費が、回復期リハビリテーション病棟の新設に伴う医師、看護師及

び医療技術職員の増に伴い前年度比２９５百万円（４．６％）増。

４）診療経費が、医薬品費及び診療材料費の増、減価償却費の増等に伴い前

年度比６９１百万円（８．１％）増。

(表) 業務損益の経年表 (単位：百万円)

区 分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

附属病院 1,066 497 △199 122 △112

その他 249 △154 278 194 67

法人共通 - - - - -

合 計 1,315 343 79 316 △45
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イ．帰属資産

附属病院セグメントの総資産は１，２３６百万円（６．８％）増。

主な要因としては、

１）再開発に伴う建物が前年度比２４５百万円（２．７％）増。

２）工具器具備品が前年度比１５百万円（０．５％）増。

３）再開発に伴い、建設仮勘定が前年度比７４２百万円増。

(表) 帰属資産の経年表 (単位：百万円)

区 分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

附属病院 14,382 14,850 15,740 18,048 19,284

その他 19,874 19,141 14,938 15,264 15,173

法人共通 - - 5,614 6,192 5,596

合 計 34,256 33,991 36,292 39,504 40,053

（注）平成16年度の数値は、平成16年度の財務諸表の(12)開示すべきセグメント情報に記載して
いる数値とは異なり、平成17年度以降の区分に従って表示している。

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等

当期総利益３３９百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育

・研究・診療の環境等充実に充てるため、３３９百万円を目的積立金として申請

している。

平成２０年度においては、教育・研究・診療の環境等充実の目的に充てるため、

５７２百万円を使用した。

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

中央診療棟（改修）（取得原価１６９百万円）

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

中央診療棟（新営）

Ａ・Ｂ病棟等（改修）

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし。

④ 当事業年度において担保に供した施設等

附属病院の施設（中央診療棟及びＡ・Ｂ病棟等）、設備（再開発（Ａ病棟）設備、

内視鏡手術システム、心臓血管外科手術システム、ＭＲＩ診断装置）の整備に必要

となる経費の長期借入れに伴い、附属病院の敷地及び建物について、担保に供した。

土地（評価価格５，５９５百万円、１３２，２５７㎡）、建物（評価価格８，５９

９百万円、６２，０６４㎡）、被担保債務２，０３９百万円。
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(3) 予算・決算の概況

以下の予算・決算は、国立大学法人の運営状況について、国のベースにて表示し

ているものである。

（単位：百万円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 17,909 19,351 20,020 21,758 22,463 23,151 24,326 25,389 24,118 24,948

運営費交付金収入 5,435 5,435 5,369 5,369 5,656 5,656 6,112 6,010 5,689 5,745 （注１）

補助金等収入 - - - 54 27 27 22 55 34 131 （注２）

学生納付金収入 623 527 680 605 609 610 607 607 599 604

附属病院収入 10,876 12,105 11,744 12,059 12,465 12,780 12,651 13,324 13,787 14,035 （注３）

その他収入 975 1,284 2,227 3,671 3,706 4,078 4,934 5,393 4,009 4,433 （注４）

支出 17,909 18,242 20,020 21,885 22,463 22,614 24,326 24,642 24,118 24,302

教育研究経費 4,802 4,579 4,818 4,983 4,787 4,658 4,988 4,704 5,119 5,014 （注５）

診療経費 9,762 10,454 10,706 11,331 11,418 11,627 12,063 12,552 13,034 13,046 （注６）

一般管理費 1,304 1,112 1,292 1,063 1,620 1,322 1,833 1,587 1,586 1,615 （注７）

その他支出 2,041 2,097 3,204 4,508 4,638 5,007 5,442 5,799 4,379 4,627 （注８）

収入－支出 - 1,109 - △127 - 537 - 747 - 646 －

（注1）運営費交付金収入については、承継された職員に係る退職手当の増により、予算段

階で使用見込額として計上していた前年度から繰り越した運営費交付金債務の額を超

えて使用したため、予算金額に比して決算金額が56百万円多額となっている。

（注2）補助金等収入については、予算段階では予定していなかった大学改革推進等補助金

の交付を受けたため、予算金額に比して決算金額が97百万円多額となっている。

（注3）附属病院収入については、病床稼働率の向上、手術件数の増、７対１看護への移行

（平年度化）等により、予算金額に比して決算金額が248百万円多額となっている。

（注4）その他収入については、予算段階では予定していなかった民間等からの受託研究の

獲得に努めたこと等により、予算金額に比して決算金額が424百万円多額となった。

（注5、注6）業務費（教育研究経費、診療経費）については、附属病院収入の増に伴う診

療経費の増加及び医療設備の更新等により、一方、経費の節減等に努めたことにより、

予算金額に比して決算金額が93百万円少額となっている。

（注7）一般管理費については、承継された職員に係る退職手当の増（31百万円）及び承継

剰余金による支払い7百万円が発生しなかったこと等により、予算金額に比して決算金

額が29百万円多額となっている。

（注8）その他支出については、（注4）に示した事由等により、予算金額に比して決算金額

が248百万円多額となっている。
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「Ⅳ 事業の実施状況」

(1) 財源構造の概略等

・当法人の経常収益は２２，０１９百万円で、その内訳は、以下のとおりである。

1) 附属病院収益 １４，３０６百万円（６５．０％（対経常収益比、以下同じ。））

2) 運営費交付金収益 ５，４３１百万円（２４．６％）

3) 学生納付金収益 ６２０百万円（ ２．８％）

4) 受託研究等収益 ６９９百万円（ ３．２％）

5) その他の収益 ９６３百万円（ ４．４％）

・（独）国立大学財務・経営センターの施設費貸付事業により、病院再開発事業の財源

として長期借入れを実施した。

1) 平成２０年度新規借入れ額：２，０３９百万円

2) 平成２０年度期末残高： １３，７０１百万円（既往借入れ分を含む）

(2) 財務データ等と関連付けた事業説明

ア．附属病院セグメント

・附属病院セグメントは、診療科、中央診療部、薬剤部、看護部等により構成されてい

る。平成２０年度においては、以下の取り組みを重点課題として取り組み、事業を推進

した。

1)質の高い医療人育成に向けた取り組み

① 文部科学省のＧＰ大学病院連携型高度医療人養成推進事業「コア生涯学習型高

度専門医養成プログラム」が採択され、高度シュミレーションスキルズラボの

環境整備等

② 実践的で活動的な研修プログラムの充実を図った結果、医師臨床研修マッチン

グにおいて、100 ％マッチ（募集 46 名）を達成

④ コ・メディカルスタッフを中心とする専門資格取得推進

⑤ コ・メディカル研修生の多数受け入れ等

2)質の高い医療提供のための取り組み

① 世界初のＭＲ対応内視鏡やＭＲ対応ロボットなどの新しい技術を開発し、臨床

例への応用を開始

② 難度の高い冠動脈疾患や不整脈に対するカテーテルを用いた治療、“No refusal

policy”の徹底のもと高度専門心臓血管手術（心拍動下冠動脈手術）の推進

③ 新たにリハビリテーション科を新設するとともに、回復期リハビリテーション

病棟を開設し、亜急性期患者に対する治療を充実を

3)継続的・安定的な病院運営のための取り組み

① 経営分析やそれに基づく戦略の策定および実施

② ベッドコントロール機能の一元管理化による病床利用の適正化

③ 手術部運営効率化による手術件数の増加

④ 後発医薬品の拡大、医療材料費の効率的削減による支出減施策の実施
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・附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、以下のとおりである。

1) 運営費交付金収益 １，９６８百万円（１１．９％（当該セグメントにおける

対業務収益比、以下同じ。））

2) 附属病院収益 １４，３０６百万円（８６．３％）

3) その他の収益 ３０５百万円（ １．８％）

・事業に要した経費は、以下のとおりである。

1) 教育経費 ４６百万円

2) 研究経費 ８０百万円

3) 診療経費 ９，１７３百万円

4) 人件費 ６，７２４百万円

5) 一般管理費 ２６２百万円

6) その他の経費 ４０５百万円

イ．その他セグメント

・その他セグメントは、医学部（医学科、看護学科）、附属図書館、各センター、事務

部門等により構成されている。平成２０年度においては、以下の取り組みを重点課題と

して取り組み、事業を推進した。

＜教育＞

1) 中期目標に掲げる国家試験合格率達成に向けた教育活動の実施

2) 医療人ＧＰの成果を正規科目として取り入れ、全人的医療に関する教育を推進

3) スキルスラボを活用した実践能力のある人材育成

4) 地域「里親」ＧＰによる学生支援プログラムを実施

＜研究＞

1) ５つの重点研究プロジェクトの推進

2) 次世代研究プロジェクトの推進と若手研究者の研究支援等

・その他セグメントにおける事業の実施財源は、以下のとおりである。

1) 運営費交付金収益 ３，４６３百万円（６３．７％（当該セグメントにおけ

る対業務収益比、以下同じ。））

2) 学生納付金収益 ６２０百万円（１１．４％）

3) 受託研究等収益 ５６４百万円（１０．４％）

4) 寄附金収益 ３８０百万円（ ７．０％）

5) その他の収益 ４１３百万円（ ７．５％）

・また、事業に要した経費は、以下のとおりである。

1) 教育経費 ４２３百万円

2) 研究経費 ９１２百万円

3) 教育研究支援経費 １４５百万円

4) 受託研究費等 ４２８百万円
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5) 人件費 ３，１１６百万円

6) 一般管理費 ３４６百万円

7) その他の経費 ４百万円

(3) 課題と対処方針等

・当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、

受託研究等の外部資金の獲得に努めた。

1) 経費の節減については、コスト構造改革として以下の取り組みを実施した。

① 学内ＥＳＣＯ事業、複数年度契約の拡大による一般管理費削減

② 後発医薬品の採用・拡大、医薬品等の値引率向上による診療経費削減

③ 保留レセプト、未収金の削減

2)外部資金の獲得については、予算段階では予定していなかった民間等からの受託研

究の獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が３００百万円（８３．１％）

増と予定を超える状況であった。

・附属病院については、病院収益については、病院再開発に伴う病床数減等に対応する

ため、７対１看護取得に伴う病院収益増、手術部運営効率化、病床利用の適正化等の病

院収益等により、当事業年度においては計画を達成することができた。

・今後の経営環境としては以下のような課題を認識している。

1) 教育研究及び診療のさらなる飛躍を目指した次期中期目標・計画の策定およびそ

の達成に向けた財源の確保

2) 病院再開発に伴う設備費等の財源確保

3) 次期中期計画期間における運営費交付金算定ルール、医療制度改革等制度設計へ

の財務面での柔軟な対応等

・上記課題を認識しつつ、中長期的に持続的・安定的な経営を実施すべく計画的な大学

経営に取り組んでいくことを想定している。
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「Ⅴ その他事業に関する事項」

１．予算、収支計画及び資金計画

(1)．予算

決算報告書参照（http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）

１．予算 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

収入

運営費交付金 5,689 5,745 56

施設整備費補助金 204 237 33

補助金等収入 34 131 97

国立大学財務・経営センター施設費交付金 31 31 -

自己収入 14,434 14,757 323

授業料、入学料及び検定料収入 599 604 5

附属病院収入 13,787 14,035 248

雑収入 48 118 70

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 853 1,190 337

引当金取崩 220 246 26

長期借入金収入 2,172 2,039 △ 133

承継剰余金 7 - △ 7

目的積立金取崩 474 572 98

計 24,118 24,948 830

支出

業務費 18,153 18,060 △ 93

教育研究経費 5,119 5,014 △ 105

診療経費 13,034 13,046 12

一般管理費 1,586 1,615 29

施設整備費 2,407 2,307 △ 100

補助金等 34 125 91

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 853 1,119 266

長期借入金償還金 1,085 1,076 △ 9

計 24,118 24,302 184

２．人件費 （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

人件費（退職手当は除く） 9,231 9,399 168
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(2)．収支計画

年度計画 参照 (http://www.shiga-med.ac.jp/info/gyoumu/gyoumu.html)

財務諸表（損益計算書）参照（http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）

（単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

費用の部 21,512 22,074 562

経常費用 21,505 22,064 559

業務費 18,741 19,289 548

教育研究経費 1,072 1,314 242

診療経費 7,654 7,626 △ 28

受託研究費等 402 508 106

役員人件費 106 98 △ 8

教員人件費 3,346 3,193 △ 153

職員人件費 6,161 6,550 389

一般管理費 533 552 19

財務費用 321 310 △ 11

減価償却費 1,910 1,913 3

臨時損失 7 10 3

収益の部 21,270 22,039 769

経常収益 21,263 22,019 756

運営費交付金収益 5,450 5,431 △ 19

授業料収益 508 525 17

入学料収益 61 63 2

検定料収益 26 32 6

附属病院収益 13,984 14,306 322

補助金等収益 34 73 39

受託研究等収益 402 699 297

寄附金収益 399 396 △ 3

財務収益 19 22 3

雑益 48 146 98

資産見返運営費交付金等戻入 126 126 0

資産見返補助金等戻入 0 1 1

資産見返寄附金戻入 63 57 △ 6

資産見返物品受贈額戻入 143 142 △ 1

臨時利益 7 20 13

純利益 △ 242 △ 35 207

目的積立金取崩益 256 374 118

総利益 14 339 325
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(3)．資金計画

年度計画 参照 (http://www.shiga-med.ac.jp/info/gyoumu/gyoumu.html)

財務諸表（ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書）参照（ http://www.shiga-med.ac.jp/info/zaimu/zaimu.html）

（単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額
（決算－予算）

資金支出 25,427 30,727 5,300

業務活動による支出 19,854 19,762 △ 92

投資活動による支出 2,959 7,283 4,324

財務活動による支出 1,085 1,588 503

翌年度への繰越金 1,529 2,094 565

資金収入 25,427 30,727 5,300

業務活動による収入 20,972 21,709 737

運営費交付金による収入 5,651 5,651 -

授業料・入学料及び検定料による収入 599 604 5

附属病院収入 13,787 14,035 248

受託研究等収入 402 660 258

補助金等収入 34 128 94

寄附金収入 451 475 24

その他の収入 48 156 108

投資活動による収入 235 2,592 2,357

施設費による収入 235 268 33

その他の収入 - 2,324 2,324

財務活動による収入 2,172 2,039 △ 133

前年度よりの繰越金 2,048 4,387 2,339



- 25 -

２．短期借入れの概要

「該当なし」。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

当期振替額
交付金当

交付年度 期首残高 期交付金 運営費交 資 産 見 返 資本 期末残高
付金収益 運 営 費 交 剰余金 小計

付金

平成16年度 88 - 65 - - 65 23

平成17年度 151 - - - - - 151

平成18年度 209 - 4 - - 4 205

平成19年度 109 - 13 11 - 24 85

平成20年度 - 5,651 5,349 299 - 5,648 3

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１６年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 65 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等

替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：65

資 産 見 返 運 - (人件費：65)

営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

資本剰余金 - ③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した費用の額と同等の運営費交付金

計 65 債務65百万円を収益化。

合計 65

②平成１８年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 4 ①業務達成基準を採用した事業等：卒後臨床研修必修化に

準 に よ る 振 金収益 伴う研修経費

替額 ②当該業務に関する損益等
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資 産 見 返 運 - ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4

営費交付金 (教育経費：4)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

資本剰余金 - ｳ)固定資産の取得額：0

③運営費交付金の振替額の積算根拠

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費（手当相当）につい

計 4 ては、事業等の成果の達成度合い等を勘案し、当該業務に

係る運営費交付金債務4百万円を収益化。

合計 4

①平成１９年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 13 ①業務達成基準を採用した事業等：卒後臨床研修必修化に

準 に よ る 振 金収益 伴う研修経費、医師不足分野等教育指導推進経費

替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 運 11 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：13

営費交付金 (人件費：3、教育経費10)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

資本剰余金 - ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品11

③運営費交付金収益化額の積算根拠

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費（手当相当）につい

計 24 ては、事業等の達成度合い等を勘案し、資産見返に振替え

たものを除き、当該業務に係る運営費交付金債務10百万円

を収益化。

医師不足分野等教育指導推進経費については、事業等の

成果の達成度合い等を勘案し、当該業務に係る運営費交付

金債務3百万円を収益化。

合計 24

①平成２０年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 170 ①業務達成基準を採用した事業等：人獣共通感染症に関す

準 に よ る 振 金収益 る基礎研究連携事業、医師不足分野等教育指導推進経費、

替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 運 23 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：140

営費交付金 (人件費：77、研究経費：62、教育経費：1)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

資本剰余金 - ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品9

③運営費交付金収益化額の積算根拠

人獣共通感染症に関する基礎研究連携事業については、

計 193 計画に対する達成率が100％であったため、資産見返に振替

えたものを除き、当該業務に係る運営費交付金債務67百万

円を収益化。

医師不足分野等教育指導推進経費については、計画に対

する成果の達成度合い等を勘案し、当該業務に係る運営費

交付金債務73百万円を収益化。

その他の業務達成基準を採用している事業等については、



- 27 -

それぞれの事業等の成果の達成度合い等を勘案し、資産見

返に振替えたものを除き、当該業務に係る運営費交付金債

務30百万円を収益化。

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 4,779 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用

準 に よ る 振 金収益 進行基準を採用した業務以外の全ての業務

替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 運 140 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,779

営費交付金 (人件費：4,118、教育経費：49、研究経費：111、診療経

費：117、一般管理費：274、その他：110)

資本剰余金 - ｲ)固定資産の取得額：建物10、建物附属設備12、構築物7、

工具器具備品109、図書2

計 4,919 ③運営費交付金の振替額の積算根拠

学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、期

間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 400 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、患者給食衛

準 に よ る 振 金収益 生管理システム

替額 ②当該業務に係る損益等

資 産 見 返 運 136 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：358

営費交付金 (人件費：329、診療経費：29)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

資本剰余金 - ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品132、建物附属設備1

③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 536 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務358百万円を収

益化。

その他の費用進行基準を採用している事業等については、

資産見返に振替えたものを除き、それぞれの業務進行に伴

い支出した費用の額と同額の運営費交付金債務42百万円を

収益化。

国 立 大 学 法

人 会 計 基 準 - 該当なし

第 7 7 第 ３ 項

に よ る 振 替

額

合計 5,648

（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：百万円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

１６年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業 - 該当なし

務に係る分

期 間 進 行 基 準 ・修士課程における学生収容定員が一定数（85％）を満た

を 採 用 し た 業 1 していなかったため、運営費交付金債務のまま翌事業年度

務に係る分 に繰越したものであり、中期目標期間終了時に国庫返納す
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る予定である。

費 用 進 行 基 準 退職手当

を 採 用 し た 業 22 ・退職手当の執行残額 19百万円であり、翌事業年度以降に

務に係る分 使用する予定。

在外研究員等旅費

・在外研究員等旅費の執行残額 3百万円であり、翌事業年

度において使用の方途がないため、中期目標期間終了時に

国庫返納する予定である。

計 23

１７年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業 - 該当なし

務に係る分

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 - 該当なし

務に係る分

費 用 進 行 基 準 退職手当

を 採 用 し た 業 151 ・退職手当の執行残額 148百万円であり、翌事業年度以降

務に係る分 に使用する予定。

特別支援設備等

・助産学・周産期医療における看護学教育事業について、

入札結果による差額等の理由から、執行残額 3百万円を債

務として翌事業年度に繰越したものである。

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

計 151

１８年度 業 務 達 成 基 準

を 採 用 し た 業 0

務に係る分

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 - 該当なし

務に係る分

費 用 進 行 基 準 退職手当

を 採 用 し た 業 205 ・退職手当の執行残額 204百万円であり、翌事業年度以降

務に係る分 に使用する予定。

認証評価経費

・認証評価経費の執行残額 1百万円であり、翌事業年度以

降に使用する予定。

計 205

１９年度 業 務 達 成 基 準 再チャレンジ支援経費
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を 採 用 し た 業 1 ・再チャレンジ支援経費の執行残額 1百万円であり、翌事

務に係る分 業年度以降に使用する予定。

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 - 該当なし

務に係る分

費 用 進 行 基 準 退職手当

を 採 用 し た 業 84 ・退職手当の執行残額 84百万円であり、翌事業年度以降に

務に係る分 使用する予定。

計 85

２０年度 業 務 達 成 基 準 再チャレンジ支援経費

を 採 用 し た 業 2 ・再チャレンジ支援経費の執行残額 2百万円であり、翌事

務に係る分 業年度以降に使用する予定。

期 間 進 行 基 準

を 採 用 し た 業 - 該当なし

務に係る分

費 用 進 行 基 準 基盤的設備等整備

を 採 用 し た 業 1 ・患者給食衛生管理システムについて、入札結果による差

務に係る分 額等の理由から、執行残額 1百万円を債務として翌事業年

度に繰越したものである。

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

計 3
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（別紙）

■財務諸表の科目

１．貸借対照表

有形固定資産：土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等、国立大学法人が長

期にわたって使用する有形の固定資産。

その他の有形固定資産：美術品、船舶、車両運搬具、建設仮勘定が該当。

無形固定資産：特許権、ソフトウェア、特許権仮勘定等が該当。

投資有価証券：満期保有目的の地方債が該当。

現金及び預金：現金と預金（普通預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定

期預金）の合計額。

徴収不能引当金：将来の附属病院収入の減少であって、その発生が当期以前の事

象に起因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もった当該金

額。

有価証券：一年以内に償還日が訪れる満期保有目的の地方債及び政府保証債が該

当。

たな卸資産：給食材料、日用品等のたな卸資産。

その他の流動資産：前渡金、前払費用、未収収益等が該当。

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の

貸借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。

計上された資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それ

と同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営

センターが承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人が債務を負担すること

とされた相当額。

長期借入金：事業資金の調達のため国立大学法人が借り入れた長期借入金。

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上する

もの。退職給付引当金が該当。

長期リース債務：貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料

その他の固定負債：長期預り金等。

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

寄附金債務：企業等より受け入れた寄附金の未使用相当額。

前受受託研究費等：受託研究費、共同研究費及び受託事業費を受領した場合に計

上される負債。

未払費用：給与、支払利息等の未払費用。

賞与引当金：翌期の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上

するもの。賞与引当金が該当。

リース債務：貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料。



- 31 -

その他の流動負債：未払消費税等。

政府出資金：国からの出資相当額。

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当

額。

利益剰余金：国立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

２．損益計算書

業務費：国立大学法人の業務に要した経費。

教育経費：国立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。

研究経費：国立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した

経費。

教育研究支援経費：附属図書館、マルチメディアセンター等の特定の学部等に所

属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又

は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。

人件費：国立大学法人の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。

受託研究費等：受託研究費、共同研究費及び受託事業費に要した経費。

一般管理費：国立大学法人の管理その他の業務を行うために要した経費。

財務費用：支払利息等。

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。

附属病院収益：附属病院において診療により獲得した収益。

受託研究等収益：受託研究費、共同研究費及び受託事業のうち、当期の収益とし

て認識した相当額。

寄附金収益：寄附金のうち、当期の収益として認識した相当額。

施設費収益：国又は独立行政法人国立大学財務・経営センターから受け入れた施

設費補助金のうち、当期の収益として認識した相当額。

補助金等収益：文部科学省から受け入れた大学改革推進等補助金のうち、当期の

収益として認識した相当額。

財務収益：預金利息、有価証券利息。

雑益：財産貸付料収入、科学研究費補助金の間接経費等。

資産見返負債戻入益：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却

資産の貸借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替

える。計上された資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、

それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。

臨時損益：固定資産の除却損、徴収不能引当金の戻入益等。

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利

益）のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことである
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が、それから取り崩しを行った額。

３．キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支

出、人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人の通常の業務の実施に

係る資金の収支状況を表す。

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産の取得や定期預金の預入れ、有価

証券の取得・償還等による収入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために

行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー：ファイナンスリース債務の返済、国立大学

財務・経営センター債務負担金の返済及び長期借入れ・返済による収入・支出

等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人の業務運営に関し、現在又は将来

の税財源により負担すべきコスト。

損益計算書上の費用：国立大学法人の業務実施コストのうち、損益計算書上の費

用から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。

損益外減価償却相当額：基礎研究棟や臨床研究棟等、当該施設の使用により一般

に収益の獲得が予定されない資産の減価償却費相当額。

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められ

る場合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明ら

かと認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計

上（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注

記）。

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸し

た場合の本来負担すべき金額等。


